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施策の柱
（案）

目指すべき将来像
（案）

課題（●:継続、★:新規） 施策（例）
下線:強化施策

取組（例）（★:新規、◆:強化）
下線:現行計画の変更箇所

①廃棄物の
発生抑制の
促進

2R（リデュース・リユー
ス）を中心としたごみの減
量化に配慮した消費行動
や企業活動が定着し、焼
却・最終処分される量が
削減している。

●企業・各種団体と市が連携して、ごみの
削減に関する取組を継続的に行うことが
必要

家庭系ごみの発生
抑制

●食品ロス削減対策の推進
●リユース事業の推進
●集団回収の促進

事業系ごみの発生
抑制

使用済製品等の再
使用の促進



施策の柱
（案）

目指すべき将来像
（案）

課題（●:継続、★:新規） 施策（例）
下線:強化施策

取組（例）（★:新規、◆:強化）
下線:現行計画の変更箇所

①廃棄物の
発生抑制の
促進

発生抑制を中心としたご
みの減量化に配慮した消
費行動や企業活動が定
着し、焼却・最終処分さ
れる量が削減している。

●企業・各種団体と市が連携して、ごみの
削減に関する取組を継続的に行うことが
必要

家庭系ごみの発生抑
制

●食品ロス削減対策の推進
●リユース事業の推進
●集団回収の促進

事業系ごみの発生抑
制

使用済製品等の再
使用の促進

②資源の循
環利用の促
進

資源消費の最小化を図る
ため質の高い資源の循環
的な利用に向けたネット
ワークが構築している。

★更なるごみの資源化への意識を浸透・
定着するために、自発的な行動がしたく
なる環境づくりや仕掛けが必要

★更なるリサイクルに向けて、安定した回収
量と品質の確保に対する理解と協力が
必要

資源の再使用・再生
利用

★市民の利便性の高い回収拠点の検討
★プラスチック使用製品の回収
★紙おむつの再生利用の検討

更なる資源化方法の
検討

③廃棄物処
理の脱炭素
化

一般廃棄物処理施設が
地域のｴﾈﾙｷﾞｰ拠点として、
発電等により廃棄物のｴﾈ
ﾙｷﾞｰ利用してくために、計
画的かつ適切に整備して
いる。

●新工場においても、廃棄物のエネルギー
を利用する仕組みを導入する必要

バイオマス化・再生材
利用等の促進

★指定袋の再生材等使用の検討
●焼却施設での高効率発電＋利活用
★DX検討含む効率的な運搬体制の構築検討

廃棄物からのエネル
ギー回収・活用の推
進

効率的・安定的な収
集・運搬体制の構築

④廃棄物の
適正処理の
推進

不適正排出や不法投棄
に伴う生活環境・公衆衛
生の悪化を防いでいる。

●市民及び排出事業者に対して廃棄物
の適正処理と分別を徹底するように指
導を継続的に行うことが必要

不適正排出防止へ
の対策強化

◆リチウムイオン電池分別の啓発強化
★DX検討含むパトロール・監視体制の構築

不法投棄・不適正処
理への対応強化



施策の柱
（案）

目指すべき将来像
（案）

課題（●:継続、★:新規） 施策（例）
下線:強化施策

取組（例）（★:新規、◆:強化）
下線:現行計画の変更箇所

⑤持続可能
な廃棄物処
理体制の構
築

高齢化・人口減社会や自
然災害発生リスクに対応
した適正かつ安全なごみ
処理システムが構築してい
る。

●超高齢社会におけるニーズや頻発する
災害時の廃棄物処理への懸念を踏まえ、
収集処理体制の確保・維持が必要。

災害廃棄物処理体
制

●施設を安定稼働させるための維持管理
●次期施設整備に向けた検討
●施設整備・処理費用負担の検討

安定かつ効率的なご
み処理体制の構築

費用負担の在り方の
検討



施策の柱
（案）

目指すべき将来像
（案）

課題（●:継続、★:新規） 施策（例）
下線:強化施策

取組（例）（★:新規、◆:強化）
下線:現行計画の変更箇所

①良好な
生活環境
の形成

効果的なモニタリングに
よって市の環境情報の
信頼性や正確性を確
保しつつ、明確に分りや
すく共有することで、住
民の安心や満足度が向
上している

●環境調査の効率化を図るため定期
的に測定計画を見直すことが必要

事業者との協定 ●環境の保全を推進する協定協議会の活動の
推進

環境汚染の防止 ●大気汚染の防止
●水質汚濁の防止
●土壌・地下水汚染の防止
●騒音・振動、悪臭の防止
●有害化学物質による環境リスクの低減
●環境情報の収集・発信

地域での自主的な環境
への取り組みが活性化
し、地域のマナーや美化
意識の向上に伴い、市
民の安心感が更に向上
している。

●不良な生活環境の解消に向けて庁
内関係課や関係機関と連携し、支
援や指導等を継続して行うことが必
要

★無関心層に対して清掃活動の参加
を促すアプローチが必要

良好な生活環境
の形成

●不良な生活環境等の解消に向け、審議会や
庁内対策会議、個別ケース診断会議等を開
催

●タバコのポイ捨てごみを拾う清掃活動
●路上喫煙禁止区域内の巡回パトロールの実

施や区域内の路面シートの更新
★参加者同士で交流しながら、楽しく美化活動

を体験できるシステム・ツールの活用の検討

②学習機
会・知識の
提供と情報
発信

体験活動を通じた学び
に加え、多様な主体同
士の対話や協働を通じ
た学びの充実化が図ら
れている。

●継続的な見直しにより学習内容の
質を維持していくことが必要

環境学習機会の
提供

●環境学習施設エコットを拠点とした暮らしの環
境学習

●環境学習施設への送迎支援

環境学習の質の
向上

●環境学習施設エコットを拠点とした暮らしの環
境学習



施策の柱
（案）

目指すべき将来像
（案）

課題（●:継続、★:新規） 施策（例）
下線:強化施策

取組（例）（★:新規、◆:強化）
下線:現行計画の変更箇所

②学習機
会・知識の
提供と情報
発信

市の取組に対する理解
と実践意識が市民に浸
透している。

★市の情報を認知させ、さらに関心を
引かせるための広報手段を検討し、
市民の情報接触度を向上させること
が必要

市内外への情報
発信

◆市の環境情報の公開（SNSに適した啓発素
材の整備に向けた検討）

◆環境情報の発信と周知（動画コンテンツを活
用した情報発信に向けた検討）

●国内外への情報発信

③環境行
動の促進

ライフスタイルや価値観
の変化を踏まえつつ、
様々な問題意識を有す
るあらゆる世代が実際の
行動に結びつくような情
報発信が行われている。

●環境行動を促す支援・仕組みづくり
を引き続き拡大してくことが必要

環境行動を促す
支援

●環境学習施設エコットを拠点とした暮らしの環
境学習

環境行動を促す
仕組みづくり

●とよたSDGsポイント事業
●環境の保全を推進する協定協議会の活動の

推進

新たな価値観や
暮らしに対する情
報・体験機会の提
供

●中間支援組織連携事業
●定住促進プロモーション

④共働の
推進

市民・事業者・行政によ
る地域活動によって、
様々な主体とのつながり
合いが創出され、まちへ
の愛着・誇りが向上して
いる。

●継続して連携事業に関心のある新た
な企業や団体の増加を目指すことが
必要

★人と地域などのつながりの拡大や関
係性の強化に向けた様々な主体との
連携事業を創出していくことが必要

市民・事業者との
共働

●とよたSDGsパートナーとの連携事業の実施
★ステークホルダーズ・ミーティングの開催・検討

（ステークホルダー対話会合、対話型シンポジ
ウム等）

地域との共働 ●わくわく事業等の市民が主体的に行っている、
環境課題の解決に向けた支援の実施



•

•

•

•

•

•

•

•

•
•





•
•
•

•



柱 あるべき未来の姿 情報源

①廃棄物の発生
抑制の促進

a. プラスチックや廃油は可能な限り繰り返し循環利用される。焼却せざるを得ない場合は、その熱エネル
ギーを徹底的に回収し、有効活用する。※1

b. 食品ロスは、地域の実情に応じて飼料化及び肥料化を可能な限り実施するとともに、生産された肥飼
料を利用して生産された農林水産品が地域内で消費される、地産地消の循環が形成された社会を
目指す。また、飼料化・肥料化が困難な食品循環資源については、バイオガス発電、熱利用等によっ
てエネルギー源としての活用を図る。※1

c. 2050 年までに、AI による需要予測や新たな包装資材の開発等の技術の進展により、事業系食品
ロスの最小化が図られている。※2

1.第五次循環型社会形
成推進基本計画
2.農林水産省生物多様
性戦略

②廃棄物の再使
用・再生利用の
促進

d. サーキュラーエコノミーによって、資源を効率的・循環的に利用するとともに、市場にストックされた”資源”
（製品、製品を構成する素材など）を新たなサービスなどによって活用できるようにすることで、Well-
Being が向上することが付加価値の源泉となっている。※1

e. 製品は、細心の注意、⾧寿命、そして次のライフサイクルを念頭に置いて設計される。使用済み製品は、
3R のアプローチや、アップグレード及び修理によって価値を得る。プラスチックは持続可能な代替品であ
るバイオベースの材料に移行している。※2

f. 太陽光発電のリユース・リサイクル事業が新たな成⾧産業となっている。※3

1.経済産業政策新機軸
部会第２次中間整理
2. WCEF Visions 
2050
3. PV OUTLOOK 
2050

③廃棄物エネル
ギーの活用

g. 家庭から出るごみなどからエネルギーを効率的に回収。廃棄物処理施設を地域のエネルギーセンターと
して活用している。また、施設の強靭性を確保することにより、災害時の電源供給や避難所等の防災
拠点として活用している。※1

1.グリーン成⾧戦略

④廃棄物の適正
処理の推進

h. 選別システムや再資源化技術の高度化・効率化及び住民にとって利便性の高い分散型の資源回収
拠点等の活用を考慮した分別収集が行われている。※1

i. 廃棄物の不適正処理への対応強化や不法投棄の撲滅、アスベストを含む廃棄物・POPs 廃棄物・
水銀廃棄物、PCB 廃棄物の確実かつ適正な処理が行われている。※1

1.第五次循環型社会形
成推進基本計画

⑤安心できるご
み処理体制の確
保

j. 日本全体での廃棄物処理に必要な処理施設の能力は減少していくが、他方で廃棄物処理に係る担
い手の不足、地域における廃棄物処理の非効率化が生じている。※1

k. 排出事業場・保管容器にセンサーを設置する等により、リアルタイムに排出状況を把握し、保管状況を
加味してＡＩがルート設定を行う「ＡＩ自動配車」が配備されている。※2

1.グリーン成⾧戦略
2.廃棄物処理・リサイク
ルに係るＤＸ推進ガイド
ライン

• これまで焼却処理に回っていた資源の活用に着目することが求められる。（a,b）
• 循環資源や再生可能資源を用いた製品等の利用が広がることで豊かな暮らしや企業成⾧に繋がることが求められる。（d,e,f）
• 多面的価値を創出する廃棄物処理施設を整備していくことが求められる。（g）
• リサイクルの質の向上や安全衛生の観点から適正処理を徹底していくことが求められる。（h,i）
• 人口減少・少子高齢化が進行する状況を踏まえ、将来にわたり持続可能な処理体制の確保が求められる。（j,k）
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1. 家庭や企業の省エネ、CO2 削減の推進(n=891)

2. 新エネルギー、再生可能エネルギーの導入の推進…

3. EV やPHV 等の普及促進や公共交通の利用促進など…

4. 熱中症や豪雨の増加といった気候変動の影響への対策…

5. ごみの減量、リサイクルの推進(n=893)

6. 廃棄物の適正処理や不法投棄の防止(n=883)

7. 自然とふれあう機会の創出(n=885)

8. 山林や水辺など自然環境の保全(n=885)

9. 在来種の動物や植物など生態系の保全(n=884)

10. 特定外来生物の対策(n=885)

11. 身近な生活環境（大気・水・土壌など）の保全…

12. 良好な景観の形成(n=887)

13. 環境教育や人づくり(n=885)

14. 環境配慮行動を実践しようとする市民・事業者への支…

15. 環境に関する情報提供の推進(n=883)

非常に満足 やや満足 どちらともいえない やや不満 非常に不満

非常に重要
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43.6%

31.4%

33.1%
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あまり重要ではない
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1. 家庭や企業の省エネ、CO2 削減の推進(n=858)

2. 新エネルギー、再生可能エネルギーの導入の推進…

3. EV やPHV 等の普及促進や公共交通の利用促進な…

4. 熱中症や豪雨の増加といった気候変動の影響への対…

5. ごみの減量、リサイクルの推進(n=863)

6. 廃棄物の適正処理や不法投棄の防止(n=861)

7. 自然とふれあう機会の創出(n=859)

8. 山林や水辺など自然環境の保全(n=862)

9. 在来種の動物や植物など生態系の保全(n=861)

10. 特定外来生物の対策(n=862)

11. 身近な生活環境（大気・水・土壌など）の保全…

12. 良好な景観の形成(n=859)

13. 環境教育や人づくり(n=859)

14. 環境配慮行動を実践しようとする市民・事業者への…

15. 環境に関する情報提供の推進(n=854)

非常に重要 やや重要 普通 あまり重要ではない 重要でない

問 市の環境への取組について、どの程度満足していますか。また、今後の取組としてはどの程度重要だと思いますか。

傾向 a. “廃棄物の適正処理や不法投棄の防止”は他の取組と相対的に比較して、重要度が高い取組となっているのにも関わらず、満足度が
低い取組となっている。

b. “ごみの減量、リサイクルの推進”は他の取組と相対的に比較して、重要度が高い取組となっており、満足度も高い取組となっている。

• 廃棄物の適正処理や不法投棄の防止は、重要度が高く市民のニーズがあるが、満足度が平均水準に達していないことから、重点的
に改善が求められる。（a）

• ごみの減量、リサイクルの推進は、重要度・満足度ともに高いことから、引き続き充実した対策を維持していくことが求められる。（b）



• ワークショップでは、あるべき未来の姿として、“資源を大切にする” （a）に多くの共感を得ていた。

















• ごみ分別・収集・回収を推進していくことで資源を大切にしていく取組が求められる。（a）



不適正排出や不法投棄に伴う生活環
境・公衆衛生の悪化を防いでいる。

これまで焼却処理に回っていた資源の
活用に着目することが求められる。

一般廃棄物処理施設が地域のエネル
ギー拠点として、発電等により廃棄物の
エネルギー利用してくために、計画的かつ
適切に整備している。

高齢化・人口減社会や自然災害発生
リスクに対応した適正かつ安全なごみ処
理システムが構築している。

循環資源や再生可能資源を用いた製
品等の利用が広がることで豊かな暮ら
しや企業成⾧に繋がることが求められる。

リサイクルの質の向上や安全衛生の観
点から適正処理を徹底していくことが求
められる。

人口減少・少子高齢化が進行する状
況を踏まえ、将来にわたり持続可能な
処理体制の確保が求められる。

潮
流

廃棄物の適正処理や不法投棄の防
止は重点的に改善が求められる。

ごみの減量、リサイクルの推進は、引き
続き充実した取り組みやすい対策を維
持していくことが求められる。

ごみ分別・収集・回収を推進していくこ
とで資源を大切にしていく取組が求めら
れる。

ア
ン
ケ
ー
ト

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

家庭系廃棄物及び事業系一般廃棄物の再使
用・再生利用を図っている
 ごみ分別アプリの利用促進
 フードドライブの実施
 生ごみ処理機の貸与・購入費補助金 等

家庭系廃棄及び事業系一般廃棄物の減量を
図っている
 食品ロス削減等のＰＲや出前講座
 販売店や飲食店等の事業者と共働して食ロ

スの削減
 フードシェアアプリの開始 等

廃棄物からのエネルギー回収・活用を図っている
 植物性廃食用油の回収箇所の増設
 施設の維持管理 等

廃棄物の適正処理に必要な情報の周知と指導
を図っている
 廃棄物適正処理推進員による訪問啓発
 航空写真を活用した不法投棄等の早期発

見・対応 等

安心かつ効率的なごみ処理体制の整備を図っ
ている
 ふれあい収集の件数増加に対する事務の効

率化
 ごみ処理手数料の改定 等

多面的価値を創出する廃棄物処理施
設を整備していくことが求められる。

資源消費の最小化を図るため質の高い
資源の循環的な利用に向けたネットワー
クが構築している。

発生抑制を中心としたごみの減量化に
配慮した消費行動や企業活動が定着
し、焼却・最終処分される量が削減して
いる。



発生抑制を中心としたごみの減量
化に配慮した消費行動や企業活
動が定着し、焼却・最終処分され
る量が削減している。

→
←

◆食品ロス削減等の啓発や生ごみの堆肥化による燃やすごみの削減を図るため、カバン型
コンポストの貸与を行っている。

◆ごみ処理施設での火災に伴う「ごみ非常事態宣言」や令和５年度からのごみ処理手数
料の改定に伴い、ごみ排出量は減少傾向にある。

●市民アンケート調査の結果、「生ごみの資源化・減量」について“取り組んでいる”と回答し
たのは約3割に留まっている。

●市民アンケート調査の結果、「マイボトル」について“取り組んでいる”と回答したのは約8割、
「エコバック」について“取り組んでいる”と回答したのは約9割と、実施率が高くなっている。

●ワークショップでは、将来像の実現に向けた取組として、“ごみの減量” に多くの共感を得て
おり、更なるごみの減量に向けた取組のニーズが把握できた。

▶
●企業・各種団体と市が連携して、

ごみの削減に関する取組を継続
的に行うことが必要

資源消費の最小化を図るため質
の高い資源の循環的な利用に向
けたネットワークが構築している。

→
←

◆販売店による資源の自主回収の促進を行っている。
◆資源となる古紙類やプラスチック製容器包装等が約３割、食品ロスが約１割含まれてい

るため、更なる市民の行動変容が求められる。
●市民アンケート調査の結果、「リサイクルステーションを利用している」について“取り組んで

いる”と回答したのは約9割と実施率が高くなっている。
●事業者アンケート調査の結果、「ごみの分別の徹底」や「リサイクル」について“取り組んで

いる”と回答したのは9割以上と高い実施率となっている。
●外国人向けワークショップの結果、ごみの出し方において言語の壁が高いため、市の情報

の発信の仕方や外国人の受け取り方を双方に改善が必要となった。
■プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律を受け今後、資源化に向けた対応が

必要。

▶

★更なるごみの資源化への意識を浸
透・定着するために、自発的な行
動がしたくなる環境づくりや仕掛け
が必要

★更なるリサイクルに向けて、安定し
た回収量と品質の確保に対する
理解と協力が必要

一般廃棄物処理施設が地域のｴ
ﾈﾙｷﾞｰ拠点として、発電等により
廃棄物のｴﾈﾙｷﾞｰ利用してくために、
計画的かつ適切に整備している。

→
←

◆植物性廃食用油の回収箇所の増設
◆渡刈クリーンセンターで効率的に発電し、エネルギーを回収
■今後、電化や再エネの導入拡大によって、他分野での排出量は減っていく
◆広大な市域面積と将来の人口減少

▶

●新工場においても、廃棄物のエネ
ルギーを利用する仕組みを導入す
る必要

★廃棄物分野のCO2排出割合が
高まる

★人口分布も踏まえた効率的な運
搬体制の構築も必要

不適正排出や不法投棄に伴う生
活環境・公衆衛生の悪化を防い
でいる。

◆廃棄物適正処理推進員を配置し、事業者を訪問して啓発している。
◆令和５年には充電式小型家電の混入に伴う焼却炉の火災によって「ごみ非常事態宣

言」が発令され、ごみの分別・削減を呼び掛けた。

●市民及び排出事業者に対して廃
棄物の適正処理と分別を徹底す
るように指導を継続的に行うことが
必要

高齢化・人口減社会や自然災害
発生リスクに対応した適正かつ安
全なごみ処理システムが構築して
いる。

→
←

◆ふれあい収集によるごみ出し支援を行っている。
◆大規模災害時には、本市南西部の市街地に数多く立地する工場等からの廃自動車や

有害廃棄物、処理困難廃棄物等が発生することが懸念される。
●ワークショップでは、将来像の実現に向けた取組として、“ごみの分別・収集の簡便化・効

率化”や“高齢者のケア”に多くの共感を得ていた。
■豊田市の高齢化率は上昇を続けており、2040 年には 31.3％となる（人口ビジョンよ

▶
●超高齢社会におけるニーズや頻発

する災害時の廃棄物処理への懸
念を踏まえ、収集処理体制の確
保・維持が必要。



●企業・各種団体と市が連携して、ごみの削減に
関する取組を継続的に行うことが必要

★更なるごみの資源化への意識を浸透・定着する
ために、自発的な行動がしたくなる環境づくりや
仕掛けが必要

★更なるリサイクルに向けて、安定した回収量と品
質の確保に対する理解と協力が必要

●新工場においても、廃棄物のエネルギーを利用
する仕組みを導入する必要

★廃棄物分野のCO2排出割合が高まる
★人口分布も踏まえた効率的な運搬体制の構築

も必要

●市民及び排出事業者に対して廃棄物の適正処
理と分別を徹底するように指導を継続的に行うこ
とが必要

●超高齢社会におけるニーズや頻発する災害時の
廃棄物処理への懸念を踏まえ、収集処理体制
の確保・維持が必要。



柱 あるべき未来の姿 情報源

①環境汚染の防
止とリスク低減

a. リモートセンシング、GIS、AI その他新たなデジタル技術を活用し、事業者・行政双方にとって測定、分
析、企画立案等に係る業務を効率化しかつ質の向上を図ることのできる環境管理手法、業務改善方
策等が導入されている。※1

b. 環境リスクの適切な評価・管理、最新の科学的知見に基づき、極めて深刻な環境影響等が懸念され
る問題については科学的知見の充実に努めながら予防的に対策を講じることにより、健康の保護と生
活環境の保全されている。※2

c. 次代につなぐ快適な都市環境の実現に取り組んでいる。※3

1.今後の水・大気環境
行政の在り方について
2.第六次環境基本計画
3.第９次総合計画

②良好な生活環
境の形成

d. 良好な環境」を目指して環境自体の価値を向上させ、こうした良好な環境と人とのかかわりあいによって、
人々の well-being の向上や個人と地域がともに活力に満ちた状態が実現している。※1

e. 良好な景観の保全・創出は、地域への愛着やアイデンティティの確保とともに、経済的価値を向上させ、
国民の「ウェルビーイング／高い生活の質」を実現している。※2

f. 次代につなぐ快適な都市環境の実現に取り組んでいる。※3

1.今後の水・大気環境
行政の在り方について
2.第六次環境基本計画
3.第９次総合計画

③気候変動や自
然災害による環
境影響の低減・
回避

g. 特に都市部において、気候変動に加え、ヒートアイランド現象により気温がさらに上昇し、熱中症リスク
の増大や睡眠の質の低下など国民生活への影響が懸念されている。※1

1.第六次環境基本計画

• より効率的なモニタリングを実施することで住民の安全・安心が確保されることが求められる。（a,b,c）
• 安心や満足度（ウェルビーイング）の向上を図るため、良好な環境の価値を維持し評価・発信することが求められる。（d,e,f）
• 気候変動による健康影響を防止し、安全・安心な地域の魅力度の向上を図っていくことが求められる。（g）
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非常に不満
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1. 家庭や企業の省エネ、CO2 削減の推進(n=891)

2. 新エネルギー、再生可能エネルギーの導入の推進…

3. EV やPHV 等の普及促進や公共交通の利用促進など…

4. 熱中症や豪雨の増加といった気候変動の影響への対策…

5. ごみの減量、リサイクルの推進(n=893)

6. 廃棄物の適正処理や不法投棄の防止(n=883)

7. 自然とふれあう機会の創出(n=885)

8. 山林や水辺など自然環境の保全(n=885)

9. 在来種の動物や植物など生態系の保全(n=884)

10. 特定外来生物の対策(n=885)

11. 身近な生活環境（大気・水・土壌など）の保全…

12. 良好な景観の形成(n=887)

13. 環境教育や人づくり(n=885)

14. 環境配慮行動を実践しようとする市民・事業者への支…

15. 環境に関する情報提供の推進(n=883)

非常に満足 やや満足 どちらともいえない やや不満 非常に不満

非常に重要
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あまり重要ではない
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1. 家庭や企業の省エネ、CO2 削減の推進(n=858)

2. 新エネルギー、再生可能エネルギーの導入の推進…

3. EV やPHV 等の普及促進や公共交通の利用促進な…

4. 熱中症や豪雨の増加といった気候変動の影響への対…

5. ごみの減量、リサイクルの推進(n=863)

6. 廃棄物の適正処理や不法投棄の防止(n=861)

7. 自然とふれあう機会の創出(n=859)

8. 山林や水辺など自然環境の保全(n=862)

9. 在来種の動物や植物など生態系の保全(n=861)

10. 特定外来生物の対策(n=862)

11. 身近な生活環境（大気・水・土壌など）の保全…

12. 良好な景観の形成(n=859)

13. 環境教育や人づくり(n=859)

14. 環境配慮行動を実践しようとする市民・事業者への…

15. 環境に関する情報提供の推進(n=854)

非常に重要 やや重要 普通 あまり重要ではない 重要でない

問 市の環境への取組について、どの程度満足していますか。また、今後の取組としてはどの程度重要だと思いますか。

傾向 a. “身近な生活環境（大気・水・土壌など）の保全”は他の取組と相対的に比較して、重要度が高い取組となっており、満足度も高い
取組となっている。

b. “良好な景観の形成”は他の取組と相対的に比較して、重要度が低い取組となっている。

• 身近な生活環境の保全は、重要度・満足度ともに高いことから、引き続き充実した対策を維持していくことが求められる。（a）
• 良好な景観の形成は、重要度が最も低いことから、重要度の高さを共有することが求められる。（b）



• ワークショップでは、あるべき未来の姿として、“夏の暑さや災害等の気候変動への対応” （a）や“快適な生活環境の維持”に多くの共
感を得ていた。

















• 暑さや災害の影響の軽減が求められる。（a）
• 水、土壌、大気等の環境要素を良好な状態に保持する取組が求められる。（b）



より効率的なモニタリングを実施すること
で住民の安全・安心が確保されること
が求められる。

安心や満足度（ウェルビーイング）の
向上を図るため、良好な環境の価値を
維持し評価・発信することが求められる。

潮
流

身近な生活環境の保全は、引き続き
充実した対策を維持していくことが求め
られる。

良好な景観の形成は、満足度を高め
る取組が求められる。

ア
ン
ケ
ー
ト

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

市内の環境の状況を調査・把握し、適正な規
制や指導を図っている
 市民に分かりやすい、理解しやすい環境調査

結果の発信
 環境の保全を推進する協定協議会の活動

の推進 等

路上喫煙、ポイ捨てといったマナーやモラルの向
上を図っている
 路上喫煙禁止区域内の巡回パトロールの実

施
 ごみ屋敷等の不良な生活環境の解消 等

気候変動適応策の推進を図っている
 豊田市気候変動適応情報プラットフォームを

活用した市民意識調査や啓発
 クーリングシェルターの拡大 等

気候変動による健康影響を防止し、
安全・安心な地域の魅力度の向上を
図っていくことが求められる。

（再掲）地球温暖化に伴う災害や顕
著な高温のリスクが高まる中、住民の命
と健康を守るための体制が整備されてい
る。

効果的なモニタリングによって市の環境
情報の信頼性や正確性を確保しつつ、
明確に分りやすく共有することで、住民の
安心や満足度が向上している。

暑さや災害の影響の軽減への取組が
求められる。

水、土壌、大気等の環境要素を良好
な状態に保持する取組が求められる。

地域での自主的な環境への取り組みが
活性化し、地域のマナーや美化意識の
向上に伴い、市民の安心感が更に向上
している。



効果的なモニタリングによって市の環境
情報の信頼性や正確性を確保しつつ、
明確に分りやすく共有することで、住
民の安心や満足度が向上している。

→
←

◆法に基づく常時監視や各種モニタリング調査を実施している。
●市民アンケート調査の結果、“周辺環境の満足度”について、生活環

境分野の満足度に関しては「空気のきれいさ」（約6割）、「静かさ」
（約5割）、「河川等の水のきれいさ」（約4割）の順となっている。

▶ ●環境調査の効率化を図るため定期的
に測定計画を見直すことが必要

地域での自主的な環境への取り組み
が活性化し、地域のマナーや美化意
識の向上に伴い、市民の安心感が更
に向上している。

→
←

◆タバコのポイ捨てごみを拾う清掃活動や啓発等を行っている。
●市民アンケート調査の結果、「地域の環境美化活動に参加する」につ

いて“取り組んでいる”と回答したのは約7割となっている。
▶

●不良な生活環境の解消に向けて庁内
関係課や関係機関と連携し、支援や
指導等を継続して行うことが必要

★無関心層に対して清掃活動の参加を
促すアプローチが必要

（再掲）地球温暖化に伴う災害や
顕著な高温のリスクが高まる中、住民
の命と健康を守るための体制が整備さ
れている。

→
←

◆法律の施行に先駆けて、民間も含む市内63施設にクーリングシェル
ターを常設設置。

◆豊田市気候変動適応情報プラットフォームを活用した啓発
●ワークショップでは、 “夏の暑さ” に多くの共感を得ていた。

▶
●先行的に実施されている設備や情報

基盤を活用して周知啓発を継続的に
行うことが必要



●環境調査の効率化を図るため定期的に測定計
画を見直すことが必要

●不良な生活環境の解消に向けて庁内関係課や
関係機関と連携し、支援や指導等を継続して
行うことが必要

★無関心層に対して清掃活動の参加を促すアプ
ローチが必要



柱 あるべき未来の姿 情報源

①学習機会・知
識の提供

a. 家庭、地域、職場等においては、乳幼児から高齢期にわたり、意欲に応じて切れ目なく環境について
学ぶことができるよう、関係府省が連携して、自然体験活動その他の多様な体験活動への参加の機
会が拡充している。※1

b. 環境教育の推進に当たっては、体験活動を通じた学びに加え、ICT の活用、多様な主体同士の対話
や協働を通じた学びが充実している。※2

c. こどもがミライを生き抜く力と自己肯定感を高めている。※3

1.第六次環境基本計画
2.デジタル社会の実現に
向けた重点計画
3.第９次総合計画

②共働の推進 d. 国際エネルギー機関(ＩＥＡ)は、２０５０年脱炭素の実現には、世界全体で、現在年間１兆ドル
の投資を２０３０年までに４兆ドルに増やすことが必要と試算している。※1

e. 企業による短期・中⾧期のあらゆる脱炭素化投資が強力に後押しされることにより、10年間で約1.7
兆円の民間投資創出効果を見込む。※2

1.気候変動等に関わる
金融面の取組み
2.グリーン成⾧戦略

③多様な価値
観・ライフスタイル
に応えられる環境
の整備

f. コロナ禍によるライフスタイル転換を推し進め、個人が自分に合った働き方や生活上のサービスを選択す
ることで、暮らしをデザインしていくことができるようになっている。※1

1.デジタル社会の実現に
向けた重点計画

④環境行動を促
す支援・仕組み
づくり

g. 行動科学やAIに基づいた、一人一人に合った、エコで快適かつレジリエントなライフスタイルを実現して
いる。※1

h. ナッジを始めとする行動科学の知見の活用等、根拠に基づいた効果の確からしい科学的アプローチによ
り、様々な環境問題に関するバイアスや思考の癖を改善し、環境問題を自分事化している。※2

1.グリーン成⾧戦略
2.第六次環境基本計画

⑤市内外への情
報発信

i. 「誰一人取り残されない」デジタル社会の実現に向けて、個々人の多種多様な環境やニーズ等を踏ま
えて、利用者目線できめ細かく対応していくにより、誰もが、いつでも、どこでも、デジタル化の恩恵を享
受できるようになっている。※1

1.デジタル社会の実現に
向けた重点計画

• 自然体験コンテンツの整備やICTを活用した学びの充実が求められる。（a,b,c）
• 企業への投資を呼び込むため産官学等の各主体のパートナーシップの充実・強化が求められる。（d,e）
• ライフスタイルやワークスタイルにおける価値観の変化への対応が求められる。（f）
• 行動科学や先端技術によって自発的な意識変革や行動変容につなげていくことが求められる。（g,h）
• 利用者が求める環境情報を容易に入手できるよう、情報提供の環境を整備していくことが求められる。（i）
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1. 家庭や企業の省エネ、CO2 削減の推進(n=891)

2. 新エネルギー、再生可能エネルギーの導入の推進…

3. EV やPHV 等の普及促進や公共交通の利用促進など…

4. 熱中症や豪雨の増加といった気候変動の影響への対策…

5. ごみの減量、リサイクルの推進(n=893)

6. 廃棄物の適正処理や不法投棄の防止(n=883)

7. 自然とふれあう機会の創出(n=885)

8. 山林や水辺など自然環境の保全(n=885)

9. 在来種の動物や植物など生態系の保全(n=884)

10. 特定外来生物の対策(n=885)

11. 身近な生活環境（大気・水・土壌など）の保全…

12. 良好な景観の形成(n=887)

13. 環境教育や人づくり(n=885)

14. 環境配慮行動を実践しようとする市民・事業者への支…

15. 環境に関する情報提供の推進(n=883)

非常に満足 やや満足 どちらともいえない やや不満 非常に不満

非常に重要
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あまり重要ではない
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1. 家庭や企業の省エネ、CO2 削減の推進(n=858)

2. 新エネルギー、再生可能エネルギーの導入の推進…

3. EV やPHV 等の普及促進や公共交通の利用促進な…

4. 熱中症や豪雨の増加といった気候変動の影響への対…

5. ごみの減量、リサイクルの推進(n=863)

6. 廃棄物の適正処理や不法投棄の防止(n=861)

7. 自然とふれあう機会の創出(n=859)

8. 山林や水辺など自然環境の保全(n=862)

9. 在来種の動物や植物など生態系の保全(n=861)

10. 特定外来生物の対策(n=862)

11. 身近な生活環境（大気・水・土壌など）の保全…

12. 良好な景観の形成(n=859)

13. 環境教育や人づくり(n=859)

14. 環境配慮行動を実践しようとする市民・事業者への…

15. 環境に関する情報提供の推進(n=854)

非常に重要 やや重要 普通 あまり重要ではない 重要でない

問 市の環境への取組について、どの程度満足していますか。また、今後の取組としてはどの程度重要だと思いますか。

傾向 a. ”環境配慮行動を実践しようとする市民・事業者への支援” は他の取組と相対的に比較して、満足度が低い取組となっている。
b. “環境に関する情報提供の推進”は他の取組と相対的に比較して、満足度が低い取組となっている。

• 環境配慮行動を実践しようとする市民・事業者への支援は、満足度が平均水準に達していないことから、満足度を高める取組が求め
られる。（a）

• 環境に関する情報提供は、満足度が平均水準に達していないことから、満足度を高める取組が求められる。（b）



• ワークショップでは、あるべき未来の姿として、“地域交流や市民活動の促進” （a）や“あらゆる世代への配慮”（b）に多くの共感を得
ていた。

















• 地域同士が交流を深めていくことが求められる。（a）
• 子どもから高齢者まであらゆる世代が環境に配慮した行動を選択していくことが求められる。（b）



自然体験コンテンツの整備やICTを活
用した学びの充実が求められる。

ライフスタイルや価値観の変化を踏まえつ
つ、様々な問題意識を有するあらゆる世
代が実際の行動に結びつくような情報発
信が行われている。

企業への投資を呼び込むため産官学
等の各主体のパートナーシップの充実・
強化が求められる。

行動科学や先端技術によって自発的
な意識変革や行動変容につなげていく
ことが求められる。

利用者が求める環境情報を容易に入
手できるよう、情報提供の環境を整備
していくことが求められる。

潮
流

環境配慮行動を実践しようとする市
民・事業者への支援は、満足度を高め
る取組が求められる。

環境に関する情報提供は、満足度を
高める取組が求められる。

地域同士が交流を深めていくことが求
められる。

子どもから高齢者まであらゆる世代が
環境に配慮した行動を選択していくこと
が求められる。

ア
ン
ケ
ー
ト

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

市民・事業者・地域との共働を図っている
 とよたSDGsパートナーとの連携事業の実施
 わくわく事業の周知 等

様々な世代へ適切な環境情報・学習の場の提
供や環境学習の質の向上を図っている
 小学校学習単元に対応するプログラムの提

供 等

どのような場所でも環境に配慮した暮らしができ
るまちを作り、その情報発信を図っている
 中間支援組織連携事業
 定住促進プロモーション 等

活動者同士が連携し、更なる取組を推進できる
よう、サポートができる人材づくりやネットワークづく
りを図っている
 市民ボランティアの継続的な人材育成
 とよたSDGsポイント事業 等

環境情報の発信と周知を図っている
 環境調査報告書の発行
 分別アプリ等を活用した情報配信 等

ライフスタイルやワークスタイルにおける価
値観の変化への対応が求められる。

市民・事業者・行政による地域活動に
よって、様々な主体とのつながり合いが創
出され、まちへの愛着・誇りが向上してい
る。

体験活動を通じた学びに加え、多様な
主体同士の対話や協働を通じた学びの
充実化が図られている。



体験活動を通じた学びに加え、
多様な主体同士の対話や協
働を通じた学びの充実化が図
られている。

→
←

◆環境学習施設eco-T（エコット）にて身近な環境問題について学ぶことができる
環境講座やイベントを開催している。

●市民アンケート調査の結果、環境に関連する取組状況について“環境学習講座や
自然観察会に参加する”の実施率は1割未満。

●小中高アンケート調査の結果、「普段取り組んでいる環境行動」では、“自然観察
会などに参加したり、自然の中で遊んだりして、普段から生き物や自然とふれあう”の
実施率が約4割と低くなっている。また、取り組んでいない理由としては、“取り組む
機会がない”が最も多く占めた。

▶ ●継続的な見直しにより学習内容の
質を維持していくことが必要

ライフスタイルや価値観の変
化を踏まえつつ、様々な問題
意識を有するあらゆる世代が
実際の行動に結びつくような
情報発信が行われている。

→
←

◆環境報告書、環境調査報告書、清掃事業概要を発行している。
◆環境学習施設エコットを拠点とした暮らしの環境学習によって環境配慮行動を実

践するための継続的な人材育成を行っている。
◆モバイルアプリケーションを活用し、ポイント取扱加盟店が、市民と直接ポイントのや

り取りができるシステム「とよたSDGsポイント」を運用している。
●ワークショップでは、将来像の実現に向けた取組として “環境行動のインセンティブの

創出”に多くの共感を得ており、自発的な行動変容を促す仕組みの充実化に対し
てのニーズが把握できた。

●市民アンケート調査の結果、「市の環境への取組に対する満足度」について、全体
的に“どちらともいえない”が多く占めており、満足度を評価するための市の取組に対
する認知度が低いと考えられる。

▶

●環境行動を促す支援・仕組みづく
りを引き続き拡大してくことが必要

★市の情報を認知させ、さらに関心を
引かせるための広報手段を検討し、
市民の情報接触度を向上させるこ
とが必要

市民・事業者・行政による地
域活動によって、様々な主体
とのつながり合いが創出され、
まちへの愛着・誇りが向上して
いる。

→
←

◆とよたSDGsパートナーとの連携事業を実施している。
◆環境の保全を推進する協定協議会で環境規制を学習する教材を企業向け委に

作成・公開している。
◆中間支援組織連携事業、定住促進プロモーションを実施している。
●市民アンケート調査の結果、周辺の環境の満足度について、“人とのふれあい”に

「非常に満足」と回答したのは1割未満となっており、現行計画策定時（H28）と
比較すると唯一減少している（H28:7.2％→R6:6.0％）ことから、市民の人
間関係が希薄化していることが把握できる。

●事業者アンケート調査の結果、環境に関連する経営方針や管理手法等について
“とよたSDGsパートナーへの参画”の実施率は約1割、“とよた・ゼロカーボンネット
ワークへの参画”は1割未満となっている。

●ワークショップでは、将来像の実現に向けた取組として “企業と市民団体による協
力・連携による環境活動”に多くの共感を得ており、企業と市民団体との包括的な
連携による地域活動の創出のニーズが把握できた。

▶

●継続して連携事業に関心のある新
たな企業や団体の増加を目指すこ
とが必要

★人と地域などのつながりの拡大や関
係性の強化に向けた様々な主体と
の連携事業を創出していくことが必
要



●継続的な見直しにより学習内容の質を維持して
いくことが必要

●環境行動を促す支援・仕組みづくりを引き続き
拡大してくことが必要

●継続して連携事業に関心のある新たな企業や
団体の増加を目指すことが必要

★人と地域などのつながりの拡大や関係性の強化
に向けた様々な主体との連携事業を創出してい
くことが必要

★市の情報を認知させ、さらに関心を引かせるため
の広報手段を検討し、市民の情報接触度を向
上させることが必要


